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住民票の異動及び投票方法に関する周知啓発について（依頼） 

～ 住民票を移したら、新しい生活のはじまり ～ 

 

 

標記については、これまでも関係団体と連携しながら、周知啓発に取り組んでいただいている

ところですが、この度、総務省から当省に対し、住民票異動及び不在者投票の周知について、別

添のとおり依頼がありました。 

選挙で投票するためには、選挙権を有しているだけでなく、住民基本台帳の情報を基に作成さ

れる選挙人名簿に登録されていることが必要です。また、住民基本台帳は、選挙人名簿のほか様々

な行政サービスの基礎となる重要な情報でありますので、進学や就職等に伴う引っ越しにより住

所移転した場合には、正確な住民票異動の届出を行う必要があり、現実に居住される住所地で投

票するためにも、その必要性について、十分に周知を図る必要があります。 
また、住民票を移して３カ月を経過しない間における選挙（地方選挙では、当該選挙が行われ

る区域内で住所移転した場合に限る。）においては、旧住所地に３カ月以上居住していた場合に、

当該旧住所地で投票することができますので、その投票方法として不在者投票が活用できること

について、周知を図る必要があります。 
なお、「主権者教育の推進に関する有識者会議とりまとめ」（平成２９年３月）においても、大

学生等が住民票異動の手続きを行っておらず、現在住んでいる住所地で投票できなかったという

実態を踏まえ、制度の意義や必要性について、学生、保護者ともに、十分に理解してもらうこと

が重要である旨の指摘がなされたところです。 
さらに、留学等によって外国に住所を移してから３カ月以上居住する場合には、在外選挙制度

により、日本の国政選挙で投票することができますので、在外選挙人名簿の登録等の周知を図る

 



ことが重要となります。 
 これらのことは、進学や就職等で引っ越しをする機会の多い18歳、19歳の年齢層には特に関

係の深いものです。 

 このため、政治的教養を育む教育については、引き続き、学校（専修学校及び各種学校を含

む。以下同じ。）が政治的中立性を確保しつつ、現実の具体的な政治的事象も取り扱い、生徒が

有権者として自らの判断で権利を行使することができるよう、具体的かつ実践的な指導を行う

とともに、進学や就職等により住所の移転があった場合には、住民票の異動が必要であること

等について総務省作成の啓発資料（別添２）なども参考に、周知に努めていただくよう改めて

御配慮願います。 

なお、周知用資料については、総務省ホームページに掲載されるとともに同省から選挙管理

委員会に配布されておりますので、必要に応じ、選挙管理委員会へお問い合わせくださるよう

お願いします。 

 各都道府県及び各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員

会、所管又は所轄の専修学校及び各種学校に対して、各指定都市教育委員会におかれては、所

管の学校に対して、各都道府県及び構造改革特別区域法第12条第１項の認定を受けた地方公共

団体におかれては、所轄の学校及び学校法人等に対して、各国公立大学におかれては管下の学

校及び専修学校に対して、厚生労働省におかれては所管の専修学校に対して、このことについ

て周知をお願いします。 

 

（参考URL） 

○周知用資料「住民票を移したら、新しい生活のはじまり」（別紙２） 

 https://www.soumu.go.jp/main_content/000729609.pdf 

 

 

 

 

 

○主権者教育の推進に関する有識者会議とりまとめ（平成29年３月） 
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/syukensha_kyoiku/index.html  

 
 

【担当】 

（本通知全般に関すること） 

 総合教育政策局地域学習推進課青少年教育室事業係 

  TEL：03-5253-4111[内線：2056] 

（専修学校及び各種学校に関すること） 

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課 

専修学校教育振興室専修学校第一係 

 TEL：03-5253-4111［内線：2915］ 

（上記以外の学校に関すること） 

文部科学省初等中等教育局教育課程課教育課程総括係 

 TEL：03-5253-4111［内線：2073］ 

（留学等による場合に関すること） 

文部科学省総合教育政策局国際教育課国際理解教育係 

 TEL：03-5253-4111［内線：3487］ 
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住民票の異動及び投票方法に関する周知啓発について（依頼） 

 

選挙で投票するためには、選挙権を有しているだけでなく、選挙人名簿に登録

されていることが必要であり、当該選挙人名簿は、住民基本台帳の情報を基に作

成されます。 

住民基本台帳は、選挙人名簿のほか様々な行政サービスの基礎となる重要な情

報でありますので、進学や就職等に伴う引っ越しにより住所移転した場合には、

正確な住民票異動の届出を行う必要があり、現実に居住される住所地で投票する

ためにも、その必要性について、十分に周知を図る必要があります。 

また、住民票を移して３カ月を経過しない間における選挙（地方選挙では、当

該選挙が行われる区域内で住所移転した場合に限る。）においては、旧住所地に３

カ月以上居住していた場合に、当該旧住所地で投票することができますので、そ

の投票方法として不在者投票が活用できることについて、周知を図る必要があり

ます。 

なお、「主権者教育の推進に関する有識者会議とりまとめ」（平成２９年３月）

においても、大学生等が住民票異動の手続きを行っておらず、現在住んでいる住

所地で投票できなかったという実態を踏まえ、制度の意義や必要性について、学

生、保護者ともに、十分に理解してもらうことが重要である旨の指摘がなされた

ところです。 

つきましては、貴職所管の教育機関において、高等学校等における卒業時等の

機会を通じ、住民票異動の必要性及び不在者投票制度について、周知用資料も活

用しつつ、生徒等に対して周知いただくとともに、保護者の方に対しても可能な

限り周知いただきますよう、ご協力お願い申し上げます。 

 

 
【連絡先】 

 総務省自治行政局選挙部管理課 

  担当 中南 

  電話 03-5253-5574 
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主権者教育の推進に関する有識者会議とりまとめ（平成２９年３月）（抜粋） 

 
第１ 主権者教育の取組と第 24 回参議院議員通常選挙 

   ２． 主権者教育の取組と課題 

    （２） 18 歳と 19 歳の投票率差 

もう一つには、現在住んでいる住所地で投票できない環境であったことが挙げられる。親と

一緒に住んでいない者のうち、大学生等の若者の多くが、住所を移しているにも関わらず、住

民票の異動手続きを行っていない実態がある。これは、投票意欲に関連する点でもあるが、他

の市区町村に転出した若者の多くに、生まれ育った地元への愛着や帰属意識があり、現在住ん

でいるところで水道やゴミ処分等の行政サービスを受けているとの意識が低いなど、地方公共

団体との関わり合いが薄い傾向にあることが関係しているものと考える。この点について、地

域住民としての自覚を持ち、社会参加意識を如何にして促していけるかが今後の課題となる。 

 さらに、住民票を移して 3 ヶ月未満の国政選挙においては、不在者投票制度を活用して旧住

所地での投票が可能であるが、制度の認知度不足及び手続きが煩雑であると指摘する声もある。 

 
 
第２ 主権者教育の考えられる方向性 

   ２． 発達段階に応じた取組の方向性 

    （３） 高校卒業後の有権者に対する取組 

今回の参院選では、住民票の異動について注目されたところであるが、投票の問題のみなら

ず、適切に住民票登録の手続きを行うことは地域住民としての前提である。まずは、第１.２(２)

で述べたように、その意義や必要性について、学生、保護者ともに、十分に理解してもらうこと

が重要である。 

参考資料 


